（令和７年度京都市広域的情報発信業務）
様式３（自己を証明する書類１）


[bookmark: _Hlk159002329]令和７年度京都市広域的情報発信業務委託募集に係る誓約書

　　令和　　年　　月　　日


（宛先）京都市長

　　　　　　所在地：
　　　　　　団体名：
　　　　　　　　　　誓約者（代表者の役職及び指名）：　　　　　　　　　　　　　　


　令和７年度京都市広域的情報発信業務委託募集にあたり、当団体は、次に掲げる事項について、満たしていることを誓約します。

１　地方自治法施行令第１６７条の４第１項各号のいずれにも該当しません。
２　（京都市入札参加有資格者名簿に登録している法人の場合）京都市競争入札等取扱要綱及び京都市競争入札参加停止取扱要綱に基づく指名停止措置を受けていません。
３　（京都市入札参加有資格者名簿に登録されていない法人の場合）国税等（法人税、消費税及び地方消費税）、京都市税（法人市民税及び固定資産税）及び京都市の水道料金及び下水道使用料の未納はありません。
４　民事再生法等による手続きを行っていません。














様式３（自己を証明する書類２）


誓約書
	（宛先）京都市長
	　　　　　　令和　　年　　月　　日

	誓約者の住所
（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	誓約者の氏名
（法人にあっては、名称及び代表者名）


電話　　　　－　　　　－　　　　

	

	　誓約者が京都市暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等（指定管理者を含む。以下同じ。）が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）	Comment by 広報担当: 【補足】
●条例第2条第4号イ及びウに規定する別に定める使用人は、次に掲げる者とする。
(1)支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者
(2)営業所等において、部長、次長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務の全部又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者

⇒上記のとおりですが、全て記入することが困難な場合は、本業務への関わりが大きい方を優先して、可能な範囲で記入いただきますようお願いいたします。

※提出時、このコメントは削除ください。
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人（市長等が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等が指定する使用人に限る。）

